
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人日本学術振興会の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

　理事の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成され
ている。月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程
に則り、本給（761,000円）に特別調整手当（152,200円）を加算して算出
している。期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員報
酬規程に則り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特
別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額に６月に支給する場
合においては１００分の６２．５、１２月に支給する場合においては１００分
の７７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、職務実績に応じ１００分の８０
以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額としている。勤
勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則
り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手
当）×１００分の２０で得られた額の合計額に給与法に定める指定職俸給
表の適用を受ける職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎として基
準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を
乗じて得た額としている。
　
　なお、平成２８年度では、給与法の改定に準拠した特別調整手当の
１.5％引き上げ（平成２８年４月１日付）と勤勉手当支給率の引き上げ（年
間0.1ヶ月分）を実施した。

　理事長の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成さ
れている。月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規
程に則り、本給（919,000円）に特別調整手当（183,800円）を加算して算
出している。期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員
報酬規程に則り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋
特別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額に６月に支給する
場合においては１００分の６２．５、１２月に支給する場合においては１００
分の７７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者
の在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、職務実績に応じ１００分の
８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に
則り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整
手当）×１００分の２０で得られた額の合計額に給与法に定める指定職俸
給表の適用を受ける職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎として
基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合
を乗じて得た額としている。

　なお、平成２８年度では、給与法の改定に準拠した特別調整手当の
１.5％引き上げ（平成２８年４月１日付）と勤勉手当支給率の引き上げ（年
間0.1ヶ月分）を実施した。

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

　当法人は、学術の振興を目的とする我が国唯一の資金配分機関（ファンディング
エージェンシー）である。役員報酬の支給水準を検討するにあたって、国家公務員
の給与を考慮し、職務内容の特性・職責等が類似する指定職俸給表を参考とした。
　理事長については指定職５号俸（965,000円）、理事については指定職２号俸
（761,000円）、監事については指定職１号俸（706,000円）相当とした。

　当法人においては、当法人の役員報酬規程に基づき、期末手当については国家
公務員の給与支給基準に準じて算出された額に、職務実績に応じ１００分の８０以
上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額としている。

  ②  平成２８年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２８年度における改定内容

- 1-



理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

　当法人においては、該当者なし。

　監事（非常勤）の報酬支給基準は、非常勤役員手当で構成されてい
る。月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に
則り、月額（94,000円）を算出している。
　なお、平成２８年度では、国家公務員の給与支給基準を考慮し、改定
を実施していない。

　監事の報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成され
ている。月額については、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程
に則り、本給（688,000円）に特別調整手当（137,600円）を加算して算出
している。期末手当については、独立行政法人日本学術振興会役員報
酬規程に則り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特
別調整手当）×１００分の２０で得られた額の合計額に６月に支給する場
合においては１００分の６２．５、１２月に支給する場合においては１００分
の７７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の
在職期間に応じた割合を乗じて得た額に、職務実績に応じ１００分の８０
以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じて得た額としている。勤
勉手当においても、独立行政法人日本学術振興会役員報酬規程に則
り、本給＋特別調整手当＋本給×１００分の２５＋（本給＋特別調整手
当）×１００分の２０で得られた額の合計額に給与法に定める指定職俸給
表の適用を受ける職員に係る支給割合を乗じて得た額を基礎として基
準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を
乗じて得た額としている。

　なお、平成２８年度では、給与法の改定に準拠した特別調整手当の
1.5％引き上げ（平成２８年４月１日付）と勤勉手当支給率の引き上げ（年
間0.1ヶ月分）を実施した。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成28年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,125 11,028 4,892 2,205
（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

15,192 9,132 4,051
1826
183

（特別調整手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

15,094 9,132 4,051
1826

84
（特別調整手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

14,075 8,256 3,662
1,651

505
（特別調整手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,128 1,128 0 0
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

注１：表中、B理事、およびA監事の「報酬等の総額」については、端数の関係で１千円多くなっている。
注２：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注３：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

D理事

B理事

C理事

法人の長

A理事

役名

A理事
（非常勤）

B監事

A監事

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

B理事
（非常勤）

前職
その他（内容）

就任・退任の状況
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養成のための
資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用に関する研究等を行う
ことにより、学術の振興を図ることを目的としている。特に、科学研究費助成事業
をはじめとする学術研究の振興や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関
する国際交流の推進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施すること
により、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
　そうした組織の中で、監事は当該業務を監査するうえで、学術に関する幅広い
知識を有するとともに組織の財産を調査するための高いマネジメント能力が求め
られる。
　独立行政法人日本学術振興会では、監事の報酬月額を指定職１号俸相当とし
て定めているが、指定職１号俸が適用される官職である研究所・試験所の次長は
当法人と職務内容・職責が近い。
　こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を踏まえると、
報酬水準は妥当であると考えられる。

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養成のための
資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用に関する研究等を行う
ことにより、学術の振興を図ることを目的としている。特に、科学研究費助成事業
をはじめとする学術研究の振興や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関
する国際交流の推進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施すること
により、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
　そうした組織の中で、理事長は、法人全体の学術振興事業を総括する一方で、
諸外国の学術振興機関との協働を図るなど、高いマネジメント能力やリーダー
シップに加え、学術振興に対する高度な専門性が求められる。
　独立行政法人日本学術振興会では、理事長の報酬月額を指定職５号俸相当と
して定めているが、指定職５号俸が適用される官職である研究所・試験所の長は
当法人と職務内容・職責が近い。
　こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を踏まえると、
報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や参考となる国家公務員との比較などを考慮すると、法人の長
の報酬水準は妥当であると考えられる。

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養成のための
資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用に関する研究等を行う
ことにより、学術の振興を図ることを目的としている。特に、科学研究費助成事業
をはじめとする学術研究の振興や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関
する国際交流の推進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施すること
により、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
　そうした組織の中で、監事（非常勤）は当該業務を監査するうえで、学術に関す
る幅広い知識を有するとともに特に外部機関における組織管理能力を有している
ことが求められる。
　独立行政法人日本学術振興会では、監事（非常勤）の非常勤役員手当を月額
94,000円として定めているが、こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給
水準との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

　独立行政法人日本学術振興会は、学術研究の助成、研究者の養成のための
資金の支給、学術に関する国際交流の促進、学術の応用に関する研究等を行う
ことにより、学術の振興を図ることを目的としている。特に、科学研究費助成事業
をはじめとする学術研究の振興や特別研究員などの若手研究者養成、学術に関
する国際交流の推進、大学改革やグローバル化の支援を積極的に実施すること
により、学術の振興に不可欠な諸事業を展開している。
　そうした組織の中で、科学研究費・特別研究員・国際交流事業などの研究を担
当する理事と予算・労務管理などの総務を担当する理事を置き、理事長を補佐し
当法人の業務を掌理するため、高いマネジメント能力やリーダーシップに加え、
学術振興等に対する高い専門性が求められる。
　独立行政法人日本学術振興会では、理事の報酬月額を指定職２号俸相当とし
て定めているが、指定職２号俸が適用される官職である研究所・試験所の次長は
当法人と職務内容・職責が近い。
　こうした職務内容の特性や国家公務員の給与支給水準との比較を踏まえると、
報酬水準は妥当であると考えられる。

　当法人においては、該当者なし。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２８年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

監事B
（非常勤）

監事B

監事A
（非常勤）

理事B
（非常勤）

理事B

理事A
（非常勤）

法人での在職期間

理事A

監事A

法人の長
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５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

　当法人においては、当法人の役員報酬規程に基づき、期末手当については国家公務員の給与支給基
準に準じて算出された額に、職務実績に応じ１００分の８０以上１００分の１１０以下の範囲内の割合を乗じ
て得た額としている。
　なお、今後も引き続き国家公務員の給与支給基準を考慮しつつ、組織の業績評価がより効果的に反映
されるよう努めてまいりたい。

監事B
（非常勤）

判断理由

理事A
（非常勤）

法人の長

理事A

理事B

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事B
（非常勤）

監事A

監事B

監事A
（非常勤）
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

 　複数の評定者による客観的な勤務評定を行い、職員の処遇に的確に反映させることにより、本人の

 　インセンティブが高まるようにするとともに、能力に応じた人員配置をきめ細かに実施し、業務の効率化・

　効果的な遂行を可能にする。

　③　 給与制度の内容及び平成28年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

58 38.9 6,713 4,971 152 1,742
人 歳 千円 千円 千円 千円

58 38.9 6,713 4,971 152 1,742
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

○本会の給与制度は、独立行政法人日本学術振興会職員給与規程に則り、本給及び諸手当（扶養手当、管理職
手当、特別都市手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外勤務手当、管理職員特別勤務手当、期末手当
及び勤勉手当）としている。期末手当については、期末手当基準額（本給+扶養手当+特別都市手当+役職段階別
加算額＋管理職加算）に６月に支給する場合においては、100分の122.5(管理職においては100分の102.5）、１２月
に支給する場合においては、100分の137.5（管理職においては100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給+（本給×0.14）+役職段階別加算額＋管理職加算）に勤勉手当の実
施要領に定める基準に従って定める割合を乗じて得た額としている。

○なお、平成２８年度は「一般職の職員の給与に関する法律」の改正に伴い、①職員俸給表の改正、②特別

研究職種

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

区分

事務・技術

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

常勤職員

医療職種
（病院医師）

平均年齢

国家公務員の給与水準を考慮して、給与水準の適正化を図り、中期計画で定められた人件費の見積
りを踏まえ、適正な人件費管理を行う。

うち賞与

当の加算額（交通距離100km以上が対象）についても、各区分において、2,000円～12,000円の幅で引き上

都市手当支給割合の1.5％引上げ、③単身赴任手当基礎額（現行：26,000円）を30,000円に引上げ、④単身赴任手

げを行った。

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

うち所定内
平成28年度の年間給与額（平均）

総額
人員
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人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

41 34.5 5,405 4,040 136 1,365
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 34.5 5,405 4,040 136 1,365
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

再任用職員

医療職種
（病院医師）

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

在外職員

任期付職員

事務・技術

研究職種

非常勤職員

研究職種

教育職種
（高等専門学校教員）

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院医師）

研究職種

医療職種
（病院看護師）

教育職種
（高等専門学校教員）
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：年齢48歳～51歳、52歳～55歳及び56歳～59歳の該当者は４人以下のため、第１、第3分位線を表示していない。

③

（事務職員）

平均
人 歳 千円

13 48.2 9,777

41 30.5 4,595

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.3 51.7 51.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.7 48.3 48.5

％ ％ ％

         最高～最低 52.0～46.5 51.0～45.6 51.5～46.0

％ ％ ％

60.6 60.1 60.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.4 39.9 39.7

％ ％ ％

         最高～最低 44.7～36.7 44.9～36.9 44.8～36.8

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

　代表的職位
　 ・本部課長
　 ・本部係員

千円

最高～最低

11,012～8,094

人員
年間給与額

5,408～4,102

一般
職員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕

平均年齢

賞与（平成28年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

0
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人千円
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

22歳　（大卒初任給、独身）　月額188,900円　年間給与3,497,217　円

35歳　（係長、配偶者、子一人）月額350,322円　年間給与5,722,323　円

45歳（課長代理、配偶者、子二人）月額470,364円　年間給与7,674,077円

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

・年齢・地域勘案　　　　　　　　96.3

内容

（法人の検証結果）
当法人は、①学術研究の助成、②若手研究者の養成、③学術に関する国
際交流の推進、④大学改革の支援のための事業を行う我が国唯一の資金
配分機関である。これらの事業実施に当たっては、高度な専門性が求めら
れることから、優秀な人材を確保するために、当法人の給与水準は国に比
べて高くなっているものと考えている。
【累積欠損額について】
累積欠損額　無し（平成27年度決算）

当法人において、基本給については、国の基準を考慮し、勤務成績に応じて5段階の昇給を実施
し、また、勤勉手当についても、勤務成績に応じて支給している。
なお、今後も引き続き客観的な勤務評定を行い、職員の処遇により的確に反映させるよう努めていき
たい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　105.9

・年齢・地域・学歴勘案　　　　94.9

１．研究助成・学術の国際交流等を推進する業務を行っており、職員に大
学卒・修士など高学歴の者が必要であり、実際に高学歴の者が多い。
（大学卒以上の割合　国55.75％　当法人95.54％）
２．文部科学省の施策を同省と一体的に実施している関係から、同省と地理
的に近接している必要があり、勤務地が東京都特別区のみである。また、小
規模な組織であり、地方に出先機関がない。
３．小規模な組織のため、宿舎を保有しておらず、また、人事交流者が約
70％を占め、地方大学等から転居を伴い勤務する者が多いため、住居手当
の受給者が多い。
（住居手当を受給している者の割合　国21.50％　当法人48.73％）
（上記における国の割合については、平成28年国家公務員給与等実態調
査の行政職（一）の者を使用した。）

対国家公務員
指数の状況

（主務大臣の検証結果）
　 地域・学歴差を是正した給与水準の比較指標では国家公務員の水準未
満となっていること等から給与水準は適正であると考える。引き続き適正な
給与水準の維持に努めていただきたい。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　107.9

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合99.8％
（国からの財政支出額　265,837,033千円、支出予算の総額266,342,885千
円：平成28年度予算）
支出総額に占める給与、報酬等支出総額の割合0.31 ％

項目

今後も引き続き適正な給与水準の維持に努める。
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Ⅲ　総人件費について

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円

(D) 174,189 198,859 206,793 225,649
千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし。

○ 給与、報酬等支給総額（A)は対前年度比＋0.73%であるが、主な要因としては、競争的研究資金
により雇用される任期付職員が、57人から65人に増加したためである。また、給与法の改正に準拠し
た俸給表の改定及び特別調整手当及び特別都市手当の支給率の引き上げによるものと考えられ
る。

○ 最広義人件費（A+B+C+D)は、対前年＋9.29％であるが、主な要因としては、給与報酬等支給総
額(A)が増加したこと、及びそれに伴い、福利厚生費が増加したこと、さらに非常勤職員、派遣職員等
の増加により非常勤役職員等給与（C）が増加したことによるものと考えられる。

○ 「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）を踏まえ、
以下の措置を講ずることとした。
　・役員に関する講じた措置の概要( 施行日　平成25年1月1日）
    在職期間1月につき退職の日におけるその者の本給月額に乗じる割合を12.5/100から
10.875/100に引き下げることとした（経過措置あり。下記のとおり）。
    　 平成25年1月1日～平成25年9月30日　   12.25/100
   　  平成25年10月1日～平成26年6月30日　  11.5/100
    　 平成26年7月1日～　　　　　　 　　　   　    10.875/100
　・職員に関する講じた措置の概要（施行日　平成25年3月25日）
    退職の日における本給月額にその者の勤続期間に応じて定める割合を乗じて得た額に、国家公
務員の退職手当法の改正に準じて、87/100を乗じることとした（経過措置あり。下記のとおり）。
    　 平成25年3月25日～平成25年9月30日   98/100
    　 平成25年10月1日～平成26年6月30日   92/100
    　 平成26年7月1日～　　　 　　 　　　　 　 　  87/100

1,837,658

1,139,326

区　　分

1,061,7551,054,257

377,771 409,186

3,967

408,918

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

2,226

470,457

最広義人件費
1,681,4331,667,5971,509,088

退職手当支給額
31,204

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額
925,924

福利厚生費

5,295
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